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概 要 本日、令和８年度普通交付税（市町村分）が決定されたのでお知らせします。

〇普通交付税とは

地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定

の行政サービスを提供できるよう、財源を保障するための地方の固有財源

である地方交付税の一種で、その総額の94%を占めるもの。

【普通交付税決定額の概要】

（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 増減率

胆振管内分 48,763,360 47,841,627 921,733 1.9

全 道 分 904,412,368 869,020,767 35,391,601 4.1

なお、胆振総合振興局管内市町分の詳細は、配付資料のとおりです。

〇配付資料

令和８年度普通交付税（市町村分）の決定について

参 考

報 道 ( 取 材 )

に 当 た っ て

の お 願 い

他 の ク ラ ブ 同 時 配 付 本日、全道分の報道発表資料が道政記者クラブへ配付

と の 関 係 同 時 レ ク されています。

担 当 胆振総合振興局地域創生部地域政策課（担当者：林、田島）

（ 連 絡 先 ） 電話：0143-24-9569（直通）



胆振総合振興局地域創生部地域政策課市町村係

１　胆振管内市町の普通交付税決定額
(単位：千円、％)

令和８年度
A

令和７年度
B

増　減　額
（A－B） C

増　減　率
（C/B×100）

 市（４市） 27,817,261 27,698,999 118,262 0.4

室 蘭 市 7,458,773 7,314,011 144,762 2.0

苫 小 牧 市 8,382,448 8,656,769 △ 274,321 △ 3.2

登 別 市 5,573,983 5,537,627 36,356 0.7

伊 達 市 6,402,057 6,190,592 211,465 3.4

 町（７町） 20,946,099 20,142,628 803,471 4.0

豊 浦 町 2,520,496 2,470,597 49,899 2.0

壮 瞥 町 1,775,610 1,766,989 8,621 0.5

白 老 町 3,834,282 3,720,929 113,353 3.0

厚 真 町 2,879,037 2,686,685 192,352 7.2

洞 爺 湖 町 3,192,715 3,097,622 95,093 3.1

安 平 町 2,469,119 2,281,752 187,367 8.2

む か わ 町 4,274,840 4,118,054 156,786 3.8

48,763,360 47,841,627 921,733 1.9

(単位：百万円、％)

165,377 149,270 16,107 10.8

325,082 319,518 5,564 1.7

413,953 400,233 13,720 3.4

904,412 869,021 35,391 4.1

 総　計 18,973,735 17,819,788 1,153,947 6.5

 うち市町村分 8,869,736 8,547,545 322,191 3.8

注１） 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。

注２） 泊村は不交付団体。

 町　村(１４３町村)

全　道　合　計

全　国

 都　市(３４市)

令和８年度普通交付税（市町村分）の決定について

令和８年度の普通交付税（市町村分）が７月24日に次のとおり決定されました。

区　分

合　　計

 大都市(札幌市)



２　胆振管内市町の算定結果の主な特徴

＜交付税が増加した主な団体＞

＜交付税が減少した主な団体＞

団体名 対前年増減率 主な要因

苫小牧市 △3.2％ 「地方消費税交付金」の増

安平町 8.2% 「過疎対策事業債償還費」の増

厚真町 7.2% 「災害復旧費」の増

団体名 対前年増減率 主な要因

(１) 普通交付税の額は 487億63百万円、前年度に比べて 9億22百万円増（10団体が増、1団体が減）

　   増減率では、市は＋0.4％、町は＋4.0％、管内計は＋1.9％

(２) 基準財政需要額は、「臨時財政対策債償還基金費」（＋11.5億円）や「地域振興費（人口）」(＋6.7億円)等

　の伸びにより算定額が増加した。

(３) 基準財政収入額は、「地方消費税交付金」(＋10.3億円)や「市町村民税（所得割）」(＋7.0億円)等の伸び

　により算定額が増加した。

(５) 前年度に比べ増減の大きな団体は次のとおり。

(４) 臨時財政対策債発行可能額は、令和７年度に引き続きゼロとなった。


